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 統一的な地方公会計制度では、一般会計のほか、自治体を構成するその他の特別会計及び自治

体と連携・協力して行政サービスを実施している関係団体や法人を１つの行政サービスの実施主

体（連結）としてとらえ、財務書類を作成することとされております。 

この度、関係団体を含めた令和２年度決算分の「全体財務書類４表」及び「連結財務書類４表」

を作成しましたので報告いたします。 

 

１．全体・連結財務書類４表の概要  
 

①全体・連結貸借対照表 

（連結バランスシート） 

住民サービスを提供するための財産(資産)の保有状態と、その資産

に対する負債がどの程度あるか、またどのような財源(純資産)で賄

ってきたかを総括的に対照表示した一覧表です。 

②全体・連結行政コスト 

計算書 

民間の損益計算書にあたるもので、１年間の行政活動のうち、資産

の形成に結びつかない行政サービスに係る経費と、その行政サービ

スの対価として得られた財源を対比させた一覧表です。 

③全体・連結純資産変動 

計算書 

全体・連結貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年

間でどのように変動したかを表す一覧表です。 

④全体・連結資金収支 

計算書 

（ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ計算書） 

歳計現金(資金)の出入りの情報を性質の異なる３つの活動（『業務活

動収支』『投資活動収支』『財務活動収支』）に区分して表示した一覧

表です。 

 
 

２．全体・連結財務書類の作成手順  
 
（１）基 準 日 令和 3年 3月 31 日現在 

 

（２）基礎数値 

  歳入歳出決算データ及び各会計等で作成した決算財務書類の数値と固定資産台帳（システム）

に基づく数値を基礎数値として作成を行います。 

 

（３）連結手順 
  財務書類の作成手順にしたがって、全体・連結財務書類を作成します。全体・連結財務書類

の作成は、概ね 5 つの段階に分けて行います。 

 

[財務書類の作成手順] 
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 ① 連結対象団体（会計）の決定 

連結の範囲は、当町に属する一般会計及び全ての公営事業会計、加入している全ての一部事

務組合・広域連合、町が設立した地方三公社が対象となります。このほか、第三セクター等で

は、出資比率が 50％超の法人は連結対象法人と定められており、地域開発公社が連結対象とな

ります。なお、財産区は連結対象外とされていることから、東山田財産区会計は連結範囲には

含まれません。また、長野県市町村総合事務組合のうち退職手当分につきましては、一般会計

及び公営事業会計に退職手当引当金を計上したことで、連結したものとみなします。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 ② 法定決算書類の取寄せまたは個別財務書類の作成 

  連結対象となる団体（会計）の個別財務書類を準備します。法定決算書類として貸借対照表

等を作成している団体（会計）からは、作成済みの財務書類を取り寄せます。法定決算書類と

して貸借対照表と作成していない団体（会計）においては、一般会計等の作成に準拠した個別

財務書類を作成します。 

 

 ③ 法定決算書類の読替え 

取り寄せた財務書類は、法定決算書類ごとに表示科目が異なるものがあります。連結財務書

類を作成するため、統一的な基準の連結財務書類の科目に揃える「読替え」の処理を行います。 

 

 ④ 法定決算書類の連結修正等 

連結処理を行ううえで、一般会計等財務書類の作成基準に揃えるため、修正処理を行います。 

・有形固定資産等の再評価等の会計処理方法を修正（任意） 

・出納整理期間中の取引は、現金の受払いが年度末までに完了したものとして調整 

 

 ⑤ 純計処理（単純合算と内部取引の相殺消去等） 

  連結対象団体（会計）内での取引内容及び金額を確認するため、内部取引調査票を作成し、

団体（会計）間の取引を明確にします。本調査票により「相殺消去」（連結対象内の取引を消す

作業）を行います。 

  各連結団体（会計）を単純合算し、連結修正等及び相殺消去分を反映のうえ純計を算出する

ことで、連結財務書類を作成します。 

《連結対象外》東山田財産区会計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連 結 

 

【一般会計等】 

一般会計 

【地方公営事業会計】 

国民健康保険特別会計 

駐車場事業特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

交通災害共済事業特別会計 

温泉事業特別会計 

特別養護老人ホーム事業特別会計 

水道事業会計 

下水道事業会計 

 

【一部事務組合等】 

湖北行政事務組合 

湖周行政事務組合 

諏訪広域連合 

諏訪広域公立大学事務組合 

長野県後期高齢者医療連合 

長野県地方税滞納整理機構 

長野県市町村総合事務組合 

長野県市町村自治振興組合 
(退職手当分除く) 

【地方三公社】 

下諏訪町土地開発公社 

【第三セクター等】 

一般社団法人下諏訪町地域開発公社 

全 体 
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３．全体会計財務書類  
 
 全体会計財務書類は、一般会計等（当町では一般会計のみ）のほか、国民健康保険などの特別

会計、水道事業や下水道事業の地方公営企業会計の財務書類を合算したものです。各会計間の取

引を内部取引として「相殺消去等」を行っています。 
 
（１）全体貸借対照表 
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【全体貸借対照表の対前年度比較表（町民一人当たりを含む）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 令和２年度末の全体貸借対照表では、当町全体で保有する資産総額は 526 億 6,800 万円、負債

総額は 189 億 1,600 万円、純資産総額は 337 億 5,100 万円となっています。 

 

 資産の部では、一般会計等より 113 億 700 万円の増となっており、期首と比較すると 4,100 万

円の減となっています。資産では、現金・預金が増えている一方、減価償却が進んでいる事業用

資産の減や下水道事業会計などの未収金が減となったことが主な要因となっております。 

 

 負債の部では、一般会計等より 66 億 800 万円の増となっています。負債の部に計上される主な

ものとしては、一般会計と公営企業会計の地方債（固定負債）及び 1年以内償還予定地方債（流

動負債）になり、内訳合計では 133 億 2,100 万円で負債総額の 70.4％を占めています。 

 
今回の増減要因としては、地方債（固定＋流動）が 1億 6,200 万円の増となった一方、計画的

に進めている赤砂崎開発用地等の売却損解消の影響で土地開発公社にかかる損失補償等引当金が、

2 億 2,500 万円の減となったことなどにより、負債総額では前年度に対し 8,400 万円の減となり

ました。 
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 純資産の部では、資産及び負債の影響により、前年度に対し 4,300 万円の増となりました。 

 

 なお、これらの数値を町民一人当たりの額に換算すると、270 万 4,000 円（対前年度 37,000 円

の増）の資産を保有し、今後、将来世代が負担していかなければならない負債は 97万 1,000 千円

（対前年度 1万円の増）、過去及び現世代が既に負担してきた純資産は 173 万 3,000 円（対前年

度 52,000 円の増）となりました。 

 

 

【貸借対照表の全体と一般会計等の比較表（町民一人当たりを含む）】 
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（２）全体行政コスト計算書 
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【全体行政コスト計算書（町民一人当たりを含む）※簡略版】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
令和２年度の全体行政コスト計算書では、人件費・物件費・補助金等・社会保障給付など経常

的に要した経常費用及び資産除売却損などの臨時損失の総額 122 億 2,200 万円に対し、連結対象

となる地方公営事業会計などが実施する行政サービスの事業収入や、保険料など受益者負担とし

て得られた収入の総額が 17 億 1,300 万円となっており、この差額（純行政コスト）105 億 900 万

円を税収などの一般財源や国県等補助金などで賄っていることになります。 
 

一般会計等と比較すると、純行政コスト総額で 18億 4,500 万円の増となっており、連結するこ

とによって人件費や物件費の業務費用が 10億 7,900 万円の増、国民健康保険特別会計の給付費な

どの補助金等により移転費用が 19億 6,100 万円増加しています。また、水道料金や下水道使用料

などにより経常収益が 11億 5,200 万円の増となっており、収入も増となっていることがわかりま

す。なお、一般会計等において計上されていた他会計への繰出金は、「相殺処理」により計上な

しとなりました。 
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（３）全体純資産変動計算書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 令和２年度末の全体純資産は 337 億 5,100 万円で、前年度（本年度期首）に対し 4,200 万円の

増となりました。 
 
行政コスト計算書にて示されている純行政コスト 105 億 900 万円に対し、町税や地方交付税、

国民健康保険税、後期高齢者医療保険料などの税収等や連結した会計の国県支出金などの財源総

額 105 億 4,600 万円で生じたコストを賄ったことになります。 

  

 本年度純資産変動額は、一般会計等（△1億 3,900 万円）と比較し、1億 8,300 万円増の 4,300

万円となっており、特別会計及び地方公営企業会計を合わせた全体会計では、前年度末から純資

産は増加していることになります。 

 

 なお、固定資産等の変動は、有形固定資産等の増減などによる純資産内部の変動を示すもので、

資産の保有形態（金銭若しくは固定資産等）の異動状況を表しています。 
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（４）全体資金収支計算書 
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【資金収支計算書の一般会計等と全体の比較表】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
全体資金収支計算書における令和２年度の資金収支額は 2億 4,700 万円の増で、全体会計の期

末資金残高は11億2,900万円となりました。主な要因としては、下水道使用料などの増加により、

使用料及び手数料収入が前年度比 1億 2,000 万円の増となったことが影響しております。 
  
 経常的な行政活動に伴う業務活動収支は 11 億 8,200 万円の黒字、町の資産形成に伴う投資活動

収支は 10億 5,900 万円の赤字、地方債（借金）の借入れ・償還に伴う財務活動収支は 1億 2,500

万円の黒字となりました。 

 

業務活動収支と投資活動収支を合算した、基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、1億

2,300 万円の黒字となりました。 
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全体財務書類作成・報告における注記事項  
 

１ 重要な会計方針  
 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

   原則として取得原価により計上しています。ただし、有形固定資産について、開始時において、

取得原価が不明なもの及び昭和59年度以前に取得したものは、再調達原価として計上しています。 

 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

  ア．市場価格のある有価証券等 

    財務書類作成基準日時点における時価により計上しています。 

  イ．市場価格のない有価証券等 

    取得原価により計上しています。ただし、実質価額が著しく低下したものについては、相当

の減額を行った後の価額で計上しています。 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   棚卸資産は、先入先出法による原価法としています。 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

  ア．有形固定資産（土地、立木竹、美術・骨董品、歴史的建造物、建物仮勘定は除く） 

    定額法により算定しています。 

  イ．無形固定資産 

    定額法により算定しています。 

  ウ．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法で算定しています。 

     

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

  ア．徴収不能引当金 

    長期延滞債権、未収金の徴収不能に備えるため、徴収不能見込額を計上しています。過去５

年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。 

  イ．賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額

について、それぞれ会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

  ウ．退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額を計上しています。 

 

（６）リース取引の処理方法 

   ファイナンス・リース取引については、通常の売買方法に係る方法に準じた会計処理によって

行っています。 

 

（７）資金収支計算書における資金の範囲 

   現金及び現金同等物 

   なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する賃金の受払いを含

んでいます。 

 

（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

ア．消費税及び地方消費税の会計処理 

    税込方式によるものとしています。 

ただし、一部連結対象団体（会計）においては、税抜方式によっています。 
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２ 重要な会計方針の変更  
 

 重要な会計方針の変更はありません。 

 

３ 重要な後発事象  
 

 該当する後発事象はありません。 

 

４ 偶発債務  

 
（１）保証債務および損失補償債務負担の状況 

  「下諏訪町土地開発公社」財政健全化法の将来負担額 627,731 千円 

 

５ 追加情報  

 
  財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項は次のとおりです。 

 

（１）連結対象範囲（対象とする会計） 

団体（会計名） 区分 連結方法 
水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 
下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 
国民健康保険特別会計 特別会計 全部連結 
駐車場事業特別会計 特別会計 全部連結 
後期高齢者医療特別会計 特別会計 全部連結 
温泉事業特別会計 特別会計 全部連結 
交通災害共済事業特別会計 特別会計 全部連結 
特別養護老人ホーム事業特別会計 特別会計 全部連結 

 

（２）出納整理期間 

  地方自治法第 235 条の５の規定により、出納整理期間が設けられている団体においては、当会計

年度に係る出納整理期間（令和 3 年 4月 1 日～令和 3年 5 月 31 日）における現金の受払い等を終了

した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

  なお、出納整理期間を設けている会計と設けていない会計との間で、出納整理期間に現金の受払

い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

（３）財務書類の表示単位等 

  本報告書における財務書類の記載金額は千円単位を利用しています。なお、表示金額未満で四捨

五入をしているため、合計等の金額が一致しない場合があります。 
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【様式第５号】 
（５）全体附属明細書等  
 

１．貸借対照表の内容に関する明細 
※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の 100 分の 5を超える科目についても 

作成する。 

 

（１）資産項目の明細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③投資及び出資金の明細

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （ 単位：円 ）

相手先名
出資金額

(貸借対照表計上額)
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)

（参考）
財産に関する
調書記載額

（社）下諏訪町地域開発公社 2,250,000 154,312,690 1,077,402 153,235,288 3,000,000 75.00% 114,926,466 2,250,000

下諏訪町土地開発公社 10,000,000 860,825,270 846,696,424 14,128,846 10,000,000 100.00% 14,128,846 10,000,000

合計 12,250,000 1,015,137,960 847,773,826 167,364,134 13,000,000 - 129,055,312 12,250,000

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （ 単位：円 ）

相手先名 出資金額
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)
強制評価減

（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）
財産に関する
調書記載額

信越放送(株) 100,000 25,154,728,000 3,325,878,000 21,828,850,000 450,000,000 0.02% 4,365,770 100,000 100,000

(株)諏訪広域総合情報センタ 2,800,000 2,194,688,261 1,825,025,503 369,662,758 250,000,000 1.12% 4,140,223 2,800,000 2,800,000

エルシーブイ(株) 500,000 8,729,331,000 1,545,896,000 7,183,435,000 353,500,000 0.14% 10,056,809 500,000 500,000

諏訪森林組合 1,243,000 179,292,237 65,003,826 114,288,411 33,390,000 3.72% 4,251,529 1,243,000 1,243,000

長野県農業信用基金協会 670,000 273,543,521,268 261,603,847,095 11,939,674,173 8,241,430,000 0.01% 1,193,967 670,000 670,000

長野県信用保証協会 6,657,800 833,924,277,734 766,939,482,643 66,984,795,091 5,089,605,000 0.13% 87,080,234 6,657,800 6,657,800

(公益財)長野県テクノ財団 24,969,000 5,838,925,070 315,504,278 5,523,420,792 5,380,621,811 0.46% 25,407,736 24,969,000 24,969,000

(財)諏訪湖勤労者福祉サービスセンター 2,300,000 89,523,181 1,630,784 87,892,397 32,300,000 7.12% 6,257,939 2,300,000 2,300,000

諏訪広域連合「ふるさと市町村圏基金」 111,494,894 1,061,318,720 0 1,041,324 1,061,318,720 10.51% 109,443 111,494,894 111,494,894

(社)長野県林業コンサルタント協会 50,000 1,385,957,389 207,235,199 1,178,722,190 6,200,000 0.81% 9,547,650 50,000 50,000

地方公共団体金融機構 1,300,000 24,857,606,000,000 24,516,985,000,000 340,621,000,000 16,602,000,000 0.01% 34,062,100 1,300,000 1,300,000

合計 152,084,694 26,009,707,562,860 25,552,814,503,328 455,832,782,136 37,500,365,531 - 186,473,399 0 152,084,694 152,084,694
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（２）負債項目の明細 
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２．行政コスト計算書の内容に関する明細 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３．純資産変動計算書の内容に関する明細 
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４．資金収支計算書の内容に関する明細 
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４．連結会計財務書類  

 

 連結財務書類は、全体会計財務書類に加えて、一部事務組合・広域連合や土地開発公社（地方

三公社）、地域開発公社（第三セクター等）の財務書類を合算したものです。連結に際しては、全

部連結を行っている団体と負担割合等に応じて比例連結を行っている団体があります。この合算

に際しても相殺消去等の処理を行っています。 

 

（１）連結貸借対照表 
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【貸借対照表の連結範囲別比較表】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 令和２年度末の連結貸借対照表では、資産総額は 558億 600 万円、負債総額は 200 億 7,500 万

円、純資産総額は 357 億 3,200 万円となっています。 

 

 資産の部では、全体会計と比較すると 31億 3,900 万円の増となっています。湖北行政事務組合

の火葬場・し尿処理施設や湖周行政事務組合のごみ処理施設などが事業用資産に、土地開発公社

の所有する土地が取得目的に応じて事業用資産や棚卸資産に計上されています。 

 

 負債の部では、全体会計と比較すると 11億 5,800 万円の増となっており、湖周行政事務組合の

ごみ処理施設建設のために借り入れた地方債などが主な要因となります。 

なお、一般会計等及び全体会計において計上されていた土地開発公社に係る損失補償引当金 

6 億 2,700 万円は、連結した土地開発公社において、該当する借入が流動負債として計上されて

いることから、「相殺消去」を行っています。 
 

 純資産の部では、資産及び負債の影響により、全体会計と比較して 19億 8,000 万円の増となり

ました。 

 

【参考】過去及び現世代負担比率及び将来世代負担比率 
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（２）連結行政コスト計算書 
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【行政コスト計算書の連結範囲別比較表】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
令和２年度の連結行政コスト計算書では、全体会計と比較すると、純行政コスト総額で 48 億

4,200 万円増の 153億 5,000 万円となっています。この要因としては、諏訪広域連合の所管する

介護保険特別会計の給付費などの補助金や長野県後期高齢者医療広域連合による社会保障給付が

計上されていることなどにより、移転費用が 39億 1,700 万円の増となっています。また、収益と

しても、経常収益として介護保険等にかかる収入が計上されていることから 7,700 万円の増とな

っています。なお、一般会計等及び全体会計において計上されていた土地開発公社にかかる損失

補償等引当金の減少にかかる臨時利益については、連結では「相殺消去」しております。 
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（３）連結純資産変動計算書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
令和２年度末の連結純資産は 357 億 3,200 万円となり、全体・連結純資産を通じて純資産残高 

が増加していることから、今後の世代の負担は減少していることになります。 

 

連結においても、全体と同様に純行政コストについては、財源となる税収等や国県等補助金に 

より賄うことができているため本年度差額では 2億 100 万円の増、無償所管替等を含めた本年 

度純資産変動額では 2億円の増となっております。 

  

なお、比例連結割合の変更により生じた前年度末純資産残高の不整合につきましては、「比例

連結割合変更に伴う差額」の項目において調整を行っております。 
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（４）連結資金収支計算書 
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【資金収支計算書の連結範囲別比較表】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
連結資金収支計算書における令和２年度の資金収支額は 4億 100 万円の黒字となり、連結資金

収支計算書の期末資金残高は 16 億 200 万円となりました。 

  
 経常的な行政活動に伴う業務活動収支は全体と比較し5億 3,800万円増の17億 2,000万円の黒

字、町の資産形成に伴う投資活動収支は 10億 8,500 万円の赤字となり、業務活動収支と投資活動

収支を合算した基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、6億 3,500 万円の黒字となりまし

た。 

 

地方債（借金）の借入れ・償還に伴う財務活動収支は△2億 3,300 万円の赤字となりました。 

主な要因としては、一般会計において新規借入額が償還した額を上回ったことから 7,100 万円

の増となった一方、毎年借換をおこなっている土地開発公社の短期借入金においては新規借入額

が償還額を下回ったことから 2億 3,900 万円の減となったことが影響しております。 
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連結財務書類作成・報告における注記事項  
 

１ 重要な会計方針  
 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

   原則として取得原価により計上しています。ただし、有形固定資産について、開始時において、

取得原価が不明なもの及び昭和59年度以前に取得したものは、再調達原価として計上しています。 

 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

  ア．市場価格のある有価証券等 

    財務書類作成基準日時点における時価により計上しています。 

  イ．市場価格のない有価証券等 

    取得原価により計上しています。ただし、実質価額が著しく低下したものについては、相当

の減額を行った後の価額で計上しています。 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   棚卸資産は、先入先出法による原価法としています。 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

  ア．有形固定資産（土地、立木竹、歴史的建造物、建物仮勘定は除く） 

    定額法により算定しています。 

    ただし、一部連結対象団体においては、定率法により算定しています。 

  イ．無形固定資産 

    定額法により算定しています。 

  ウ．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法で算定しています。 

     

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

  ア．徴収不能引当金 

    長期延滞債権、未収金の徴収不能に備えるため、徴収不能見込額を計上しています。過去５

年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。 

  イ．賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額

について、それぞれ会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

  ウ．退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額を計上しています。 

 

（６）リース取引の処理方法 

   ファイナンス・リース取引については、通常の売買方法に係る方法に準じた会計処理によって

行っています。 

 

（７）資金収支計算書における資金の範囲 

   現金及び現金同等物 

   なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する賃金の受払いを含

んでいます。 

 

（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

ア．消費税及び地方消費税の会計処理 

    税込方式によるものとしています。 

ただし、一部連結対象団体（会計）においては、税抜方式によっています。 
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２ 重要な会計方針の変更  
 

 重要な会計方針の変更はありません。 

 

３ 重要な後発事象  
 

 該当する後発事象はありません。 

 

４ 偶発債務  

 
 該当する事象はありません。 

 

５ 追加情報  

 
  財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項は次のとおりです。 

 

（１）連結対象範囲（対象とする会計） 

団体（会計名） 区分 連結方法 比例連結割合 
水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

国民健康保険特別会計 特別会計 全部連結 － 

駐車場事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

後期高齢者医療特別会計 特別会計 全部連結 － 

温泉事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

交通災害共済事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

特別養護老人ホーム事業特別会計 特別会計 全部連結 － 

諏訪広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 ※11.25％ 

諏訪広域公立大学事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.014％ 

湖北行政事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 ※20.43％ 

湖周行政事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 19.28％ 

長野県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 1.38％ 

長野県地方税滞納整理機構 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.606％ 

長野県市町村総合事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 1.85％ 

長野県市町村自治振興組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 ※0.93％ 

下諏訪町土地開発公社 地方三公社 全部連結 － 

一般社団法人 下諏訪町地域開発公社 第三セクター等 全部連結 － 

  ※諏訪広域連合・湖北行政事務組合・長野県市町村自治振興組合は会計別に別途按分を利用 

諏訪広域（八ヶ岳寮、広域消防特別会計：11.29％ 介護保険特別会計：10.33％ 

諏訪地域ふるさと振興基金事業特別会計：12.39％） 

   湖北組合（湖北衛生センター事業特別会計：12.37％ 湖北火葬場事業特別会計：28.47％） 

   長野県市町村自治振興組合（電子自治体推進事業：0.93% 電子申請・届出サービス：0.61%  

セキュリティクラウド：1.56%） 

 

（２）出納整理期間 

  地方自治法第 235 条の 5 の規定により、出納整理期間が設けられている団体においては、当会計

年度に係る出納整理期間（令和 3 年 4月 1 日～令和 3年 5 月 31 日）における現金の受払い等を終了

した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

  なお、出納整理期間を設けている会計と設けていない会計との間で、出納整理期間に現金の受払

い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 
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（３）財務書類の表示単位等 

  本報告書における財務書類の記載金額は千円単位を利用しています。なお、表示金額未満で四捨

五入をしているため、合計等の金額が一致しない場合があります。 

 

 
【様式第５号】 

（５）連結附属明細書等  
 

１．貸借対照表の内容に関する明細 
※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の 100 分の 5を超える科目についても 

作成する。 

 

（１）資産項目の明細 
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【参考資料】 
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